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知財・無形資産の価値「評価」について（私見）

「評価」＝①価値を決めること。値段を決めること

② ある事物や人物についてその意義を認めること。
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知財・無形資産投資については
②の意味における「見える化」を行うべき
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z研究フォーラム 「知的財産と投資」構成メンバー
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z 基本コンセプト

（１）「持続的な競争優位」の「源泉」となる（＝競争優位性と因果関

係のある）知財等への投資活動を「見える化」（金銭的評価ではない）

することが目的。

（２）（１）のために、企業が自社の経営戦略・事業戦略（特にビジ

ネスモデル）等を説明する際に利用可能と考えられる「知財等への投資」

に関わるCSF（主要成功要因）及びそのKPIを網羅的に例示する。

（∵①企業各社が独自にKPIを検討する労力の軽減 ②同じKPIにつ

いては横並びで比較可能とする）

→ 企業がすべてのCSF及びKPIを利用する必要は全くない。
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（３）CSF及びKPIは事業セグメント単位で用いることを基本的な前提とす

る。知財等はビジネスモデルによって役割が異なるため、ビジネスモデルが本質

的に異なる企業間では横並びでKPIの数字を比較することはできない（cf. 

業界を超えたKPIの数字の比較ができないことはいうまでもない）。

（４）いずれのKPIも経年推移で用いることを想定する。

（５）主観的評価を含まずソリッドと考えられている「知財データ」（特許

データ等）を含む指標から検討している。（∵例えば、各種「ESGスコア」等

は主観的な評価に問題が指摘されてきた）
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z 留意している点（私見）

（１）定量のKPIについては主観（人の評価）の入らない客観

的な計算式であること

（２）開示をする企業側に（算出にあたって）過度に負担をかけ

るものでないこと

（３）特定の有償ツールでしか算出できないものでないこと（少な

くともいずれの有償ツールであっても概ね算出できるもの（e.g.特許

出願の被引用回数）であること）
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競争優位の源泉になって
いない知財等まで開示する必要
はない＝自社のあらゆる
知財等を棚卸して開示する
必要はない（e.g. 特許何件、
意匠何件、商標何件等）

「戦略」のストーリーとセット
かつ、収益力（財務情報等）と
の「因果関係」を示すべき

「投資家に対する説明力を
高め信頼を得るには、自社
の戦略や計画の決定とともに
成果指標（KPI）を定め、成果
についての自⼰評価を示すこと
が重要」 (cf.〔5.〕)

参照：経済産業省「価値協創ガイダンス」 10頁

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/ki

gyoukaikei/Guidance_Supplement_Japanese.pdf

「価値協創ガイダンス」からの示唆（私見）
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知財等が関わるCSF（及びそのKPI）を４つ
の視点（フレームワーク）で整理

（１）財務 e.g. 高い粗利益率の維持、ライセンス収益

（２）顧客（市場） e.g. 価格決定力の維持、ブランド力

（３）業務プロセス e.g. 重要特許の取得、営業秘密

（４）人材 e.g. イノベーティブな研究開発環境、専門人材
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Kaplan, Robert S. “Conceptual foundations of the balanced scorecard.” Handbooks of 

management accounting research 3 (2009): 1253-1269.のコンセプトを基礎に改変



人材（の視点）

業務プロセス（の視点）
（手段 or アウトプット）

顧客（市場）（の視点）
(目的）

財務（の視点）
（アウトカム）

ＫＰＩを利用した開示モデル（現時点での案）

イノベーティブな環境

重要・中核特許の取得

価格決定力

粗利益率の増加

パーパス
経営・事業戦略の実現

（目標）

例えば
知財等が関わるCSF

（知財）KPI

CSFの裏付け（エビデンス）
となるKPIを利用

全ての矢印の箇所について因果関係を
（定量or定性的に）説明する

（これまでの実績と
これからの目標の
双方において利用可）

CSFの裏付け（エビデンス）
となるKPIを利用

CSFの裏付け（エビデンス）
となるKPIを利用

ver20210917

はCSF（及びKPI）を選定する際の検討順（cf.≒機関投資家の仮説検証の流れ）

はCSF（及びKPI）を開示する際の記載順
＊

＊
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現在、検討中のCSF（及びそのKPI）の例
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詳細は別紙（委員限り）ご参照

2021年10月13日時点で

CSFの案は35個
KPIの案は87個
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開示モデル及びKPIの
あてはめ事例



知的財産室
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関係者外秘

【KDDI】知財評価指標 算出結果（IoT事業）

財務

顧客（市場）

業務プロセス

人材

パーパス
経営・事業戦略の実現

（目標）

売上高増加

既存市場（シェア）拡大

重要・中核特許の取得

イノベーティブな環境

CSF KPI

・IoTサービス提供メニュー数増
・IoT分野の特許獲得

・１兆円突破
（ビジネスセグメント売上高）

・IoT契約回線(契約者数) 増

・IoTサービス創出のための
人員確保（企画部門など）

※1:KDDI 2021年3月期決算資料、※2：KDDI IoTサービス各提供開始時期をもとに集計、※3 IoT分野の母集団を独自に定義し、KDDIの生存中特許数を集計

※1

※1

※2

※3

新規IoTビジネス創出のための人材を確保

お客さま体験価値向上のためのサービス・機能を提供

お客さま ご成約件数の増加

https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/ir/library/presentation/2021/pdf/kddi_210514_main_Yhr9KA.pdf
https://iot.kddi.com/services/
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（協力）株式会社知財ランドスケープ 代表CEO 山内明先生

「機能性表示食品」に関する分析
「重要特許」件数

「特許出願」件数

「重要特許」（KPI）のあてはめ事例
「重要特許」＝
年平均被引用
率の同一IPC分
類内の上位
５％（現時点
での案）
なお、本KPIの計算

式は化学系には適す
る可能性がある一方、
その他の分野（特に
電気・機械系）では
適さない可能性が高
い。
また、仮に業界の競
合企業との間で「重
要特許」として別の計
算式（算出方法。有
償ツールにより算出さ
れるものも含む）につ
いて合意できる状況が
あれば、その範囲では
それを採用しても良い
のではないか（私
見）



G社

重要・中核特許の獲得 重要特許保有率
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KPI:（１）重要特許保有率

計算式:（１）重要特許保有率・推移

業務プロセス

某企業が実際の
データで競合との
比較検証をした例



顧客（市場）

KPI:重要特許の保有比率

計算式:自社重要特許保有件数÷自他社全重要特許件数

事業分野全体における各社の重要特許保有比率推移
（各社の重要特許数÷技術分野全体の重要特許数）
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価格決定力の維持・拡大 重要特許保有比率

某企業が実際の
データで競合との
比較検証をした例
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⚫ 解析母集団は、3社の「自動

運転」技術に関する日本国の

特許出願

⚫ KPIの式＝年度単位に次の

計算をする

式 = 発明者数＊１5００万
円（※ 発明者一人の人件費
相当額）

（協力）アナリスリサーチ（株）代表取締役 松井紳造氏

出願年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
トヨタ自動車（株） 138 83 173 256 235 320 476 546
本田技研工業（株） 52 64 53 65 135 197 219 220
日産自動車（株） 43 46 80 92 66 95 104 30

年別ユニーク発明者数（人数）
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職務発明の対価支払い総額／特許出願件数＝51,061円／件

※実績補償金は保有特許に基づき算定している
ため、2019年度の出願件数に対応していない

2019年度 実績補償金：6,832万円
2019年度 特許出願件数（実・意込み）：1,338件

国内特許：539件
国内実案： 9件
国内意匠： 5件
外国特許：770件
外国実案： 9件
外国意匠： 6件

某企業における「技術イノベーション（発明）へのインセンティブ付与」
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以上となります

ありがとうございました！

引き続き、検討を継続致します！
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